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Ⅰ．福島第一原子力発電所事故の経緯

福島第一原子力発電所事故とその対応について

・東北地方太平洋沖地震発生により原子炉自動停止 （制御棒挿入による原子炉を「止める」→○）

巨大地震に付随した津波の影響により、非常用電源喪失非常用電源喪失（緊急時の電源確保できず）

冷却機能（除熱機能）の喪失冷却機能（除熱機能）の喪失 （「冷やす」→×）

原子炉冷却水循環ポンプ電源喪失 → 海水冷却機能喪失
炉心への冷却できず【１号機～３号機】

・炉心の１次系冷却水温度の上昇により蒸気発生、圧力容器内の圧力上昇

震度：福島県浜通りは震度６強を観測
津波：基準水面から１４～１５ｍ、地面から約４～５ｍ １５時３０分頃 （相馬で最大波１５時５１分 ９．３ｍ以上を観測）

事故発生の原因

・地震発生後、送電線が損傷、非常用発電機は起動。
・津波襲来により、非常用発電設備が破壊、地震発生約１時間後には全電源喪失。

・１次系冷却水の減少（冷却水の供給できず）

・容器下部の圧力抑制プール（トーラス）に蒸気放出

・燃料上部が水面上に露出、高温により燃料の一部破損（→放射性ヨウ素とセシウムの検出）

・水蒸気発生（水蒸気と燃料被覆管のジルコニウムの化学反応）

・格納容器内の圧力を下げるために、水素を含む蒸気の一部を大気に排気（ベント）

・原子炉建屋内に充満した水素爆発、建屋損壊【１号機、３号機】、 ４号機では更に火災も発生

放射性物質の放出放射性物質の放出 （５重の壁による放射性物質を「閉じ込める」→×）【１号機～３号機】

使用済燃料貯蔵プールの水位低下（温度上昇） → 冷却できず
【４号機】

使用済燃料損傷使用済燃料損傷
炉心損傷炉心損傷
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福島第一原子力発電所事故とその対応について
Ⅱ．現在の状況

福島第一原子力発電所事故の設備の現況

プール

原子炉

×

高レベル

汚染水確認

△

△

淡水注水

○

運転中

１号機

○○△

×

高レベル

汚染水確認

×

高レベル

汚染水確認

「閉じ込める」 ※

（抑制）

○○△△△

○

冷温停止中

○

冷温停止中

―

燃料なし

△

淡水注水

△

淡水注水「冷やす」

（冷却）

―――○○「止める」

現況

定期検査中定期検査中定期検査中運転中運転中運転状況
地震
発生
時

６号機６号機４号機３号機２号機

（東京電力（株）発表資料「福島第一・第二原子力発電所の現況」
（平成２３年５月２０日掲載）に基づく）

※１，３，４号機は原子炉建屋上部に損傷あり。２号機は圧力抑制室の閉じ込める機能に異常がある可能性あり。５，６号機は水素ガス滞留防止の
ため、原子炉建屋屋根部に穴あけを実施。

※１号機の暫定的な解析を行ったところ、津波到達後比較的早い段階において、燃料ペレットは溶解し、圧力容器底部に落下したとの結果が得ら
れた。しかし、圧力容器の温度は概ね１００℃～１２０℃の範囲にあり、安定的に冷却されている。

１～３号機では、原子炉内の燃料の冷却のため、仮設電動ポンプにより淡水を注入中。
１～４号機の使用済燃料プール内の使用済燃料の冷却のため、淡水による上部からの放水または燃料プール冷却材浄化系ラインからの注入を
実施中。
１～３号機のタービン建屋内に高レベル汚染水を確認。復水器等への排水作業中。

１号機、格納容器内に窒素注入中。万一の水素爆発の防止のため。今後２，３号機にも注入。
５，６号機は冷温停止中。
１，３号機で３月１２日、１４日に水素爆発と思われる事象が発生。当時、４号機でも水素爆発が発生した可能性が指摘されているが、これは３号
機で発生した水素ガスが４号機に逆流した可能性が考えられる。（５月１５日公表）
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福島第一原子力発電所事故とその対応について
Ⅲ．今後の対応

当面の取組のロードマップ



5

福島第一原子力発電所事故への対応福島第一原子力発電所事故への対応

〔１〕 総合的な放射線モニタリングの実施など

◎ 県や全国の国立大学等の関係機関と連携し、空間放射線量率のモニタリングとともに、空気中の

ダスト及び土壌等のサンプル調査を実施 （※同発電所２０ｋｍ以遠の地域）

◎ 船舶を用いた海域での調査や航空機を用いた空域での調査 （同発電所３０ｋｍ以遠の地域）

◎ 福島県内の学校等の校舎・校庭等の利用判断における暫定的考え方の公表・周知

◎ 福島県内の学校等の校庭の表層と下層の土壌入替えに係る方法・効果について（独）日本原子力

研究開発機構及び福島大学の協力を得て実地検証を実施 など

【モニタリングカーによるモ
ニタリング】

【船舶によるモニタリング】

【航空機によるモニタリング】

福島第一原子力発電所事故とその対応について
Ⅳ．文部科学省のこれまでの主な取組
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〔２〕 被ばく医療等への対応

◎ 避難住民等のスクリーニング実施のため、県や関係機関に対し、大学及び日本原子力研究開発

機構、放射線医学総合研究所等からの専門家派遣、資器材提供などの支援

福島第一原子力発電所事故への対応福島第一原子力発電所事故への対応

など

◎ （独）日本原子力研究開発機構、（独）放射線医学総合研究所等の協力の下、「健康相談ホット

ライン」を設置し、国民の健康に対する不安に対する相談活動を展開（３／１７～）

【健康相談ホットライン】
健康相談を受ける原子力緊急時支援・研修
センターの様子（日本原子力研究開発機構）

【放射線スクリーニング】

【ロボット操作車による放射線測定】

◎ 政府と東京電力による福島原子力発電所事故対策統合本部に日本原子力研究開発機構が専門
的知見をもって参画（ロボット操作車による放射線測定（５／５～）など）

福島第一原子力発電所事故とその対応について
Ⅳ．文部科学省のこれまでの主な取組

〔３〕 原子力損害賠償への対応

◎ 福島第一原子力発電所において発生した事故による経済被害事故による経済被害に対し、被災者の適切な救済を図る

観点から、原子力損害の賠償に関する法律に基づく準備原子力損害の賠償に関する法律に基づく準備を推進。

◎ 原子力損害に該当する蓋然性の高い損害を示した第一次指針の策定（４月２８日）。
順次、整理して指針を策定予定。
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日本原子力研究開発機構における福島第一原子力発電所事故に関する支援活動状況について日本原子力研究開発機構における福島第一原子力発電所事故に関する支援活動状況について

【福島県での対応】

【環境放射能分析】

・大気中ダストの定期的採取、放射能測定の実施（茨城県内の拠点を中心に展開）

・福島県近海域の海水試料及びダスト試料の放射能測定の実施（海洋研究開発機構が採取した試料を受領して実施）

・福島第一原子力発電所敷地内の土壌試料中の放射能測定の実施（東京電力からの依頼により実施）

【住民問合せ窓口等の運営】

・原子力緊急時・支援研修センター（NEAT）に開設した「健康相談ホットライン」において毎日約４００件の住民からの問合せに
対応。
・福島県自治会館及び福島県庁に開設された住民相談窓口において、住民からの問合せに対応。

中学校と幼稚園の校庭・園庭調査（５月８日実施）

身体汚染サーベイの様子モニタリング車

○内部被ばく線量評価（復旧関係作業員を対象に、移動式全身カウンタ測定車
を配備）

○放射能身体汚染測定、放射能除染対応（福島県立医大にて、体表面測定車
及び身体洗浄車を配備し支援）

○放射能身体汚染スクリーニングサーベイ（地域住民を対象）

○福島県庁に設置されたオフサイトセンターにおいて緊急時活動に対応

○学校等の校庭・園庭の空間線量率低減のための当面の対策に関する検討

・福島大学の協力を得て、校庭・園庭の実地調査を行い、得られた知見に基づいて表層土からの
選択的取り出し技術の有効性・妥当性検討（５月８日）

○環境放射線モニタリング（福島第一原子力発電所の半径２０ｋｍ以遠の地域
を対象）
・文部科学省、警察等と分担し、１００点を超える地点で空間線量率の測定、土壌の核種分析の定点

観測を毎日実施
・福島県内の小中学校等において４月１４日以降毎週、放射線レベルの測定を行い、低減傾向を把握
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日本原子力研究開発機構における福島第一原子力発電所事故に関する支援活動状況について日本原子力研究開発機構における福島第一原子力発電所事故に関する支援活動状況について（続き）（続き）

【科学技術的知見や技術の提供（専門家人材の派遣）】
・福島原発事故対策統合連絡本部特別プロジェクトチーム、原子力安全委
員会等に、原子力機構の専門家を派遣し、科学的知見や技術を提供。

・文部科学省非常災害対策センター（EOC）への協力活動（１班９名の４班３
交代による２４時間体制での環境放射線・放射能データとりまとめ、環境
モニタリング計画立案等への支援） 等

・文部科学省が実施している航空機による空域調査に放射線測定の専門
家を派遣

・原発事故対応への参考情報（文献情報）の提供（原子力機構図書館）

【資機材等の提供】
○特殊車両を福島県に派遣し、放射線測定等を展開中

・モニタリング車（３台）、移動式全身カウンタ測定車、移動式体表面測定車、
身体洗浄車

○測定器を自治体や東京電力に提供（放射線測定の強化、放射能
身体汚染のスクリーニングサーベイ）
・サーベイメータ（約２００台）、個人被ばく測定器（１８台）

○原子力機構開発のロボット操作車（愛称：TEAM NIPPON）の福島
第一原子力発電所での遠隔操作化による各種作業支援

【福島支援本部の設置】
○支援体制を強化し、福島対応への中・長期的な技術的課題の解決に貢献（福島支援本部を５月６日付けで設置）

・同機構理事長を本部長とする、企画調整部、復旧支援部、環境支援部の３部構成。
・福島第一原子力発電所事故の収束及び環境災害の復旧支援のため、原子力や放射線等の専門的知見や技術的能力を生かして
貢献。

移動式全身カウンタ測定車 ロボット操作車TEAM-NIPPON

（１）人員の派遣・対応状況（３月１１日から５月１７
日の延べ人数）

○環境放射線測定、身体サーベイ １,９０８人日

○環境放射能分析 ２４０人日

○健康相談等 １,５１７人日

○文部科学省、原子力安全委員会 ２,３５１人日

○福島原子力発電所事故対策統合本部 ６７５人日

○支援センターの指揮・連絡・調整 ２,７１４人日

○機材輸送等支援等 ６３２人日

合計 １０,０３７人日（２）資機材提供の状況
特殊車両

モニタリング車 ３台
移動式全身カウンタ測定車 ２台
移動式表面測定車 １台
身体洗浄車 １台

ロボット操作車（愛称：チーム日本） 1台
サーベイメータ（内 中性子4台） ２０４台
個人被ばく測定器 １３台
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事故対応の主な経過（時系列）

参 考

３月２４日１１：３０ １号機の中央制御室の照明復帰

２５日１１：００ １～３号機の原子炉への注水を海水から淡水へ切替え開始

２３：１０ １号機のタービン建屋１階で高レベルの放射能汚染水を確認

２９日 原子力災害対策本部の下に、原子力被災者生活支援チームを設置

４月０４日 食品出荷制限の品目・区域の設定・解除の考え方についてを示す

千葉県に一部食品の出荷制限を指示

１９：０３ 低レベルの放射能汚染水を海中へ放出開始

０５日 魚介類中の放射性ヨヨウ素の暫定規制値について都道府県等に通
知

０６日２２：３０ １号機の原子炉格納容器に窒素ガスの注入開始

１０日 農産物等の出荷制限緒一部を解除（群馬県と福島県の一部、以降
徐々に解除）

１１日１７：５６ １号機の外部電源復旧

「計画的避難区域」（年２０ｍSv）と「緊急時避難準備区域」を
設定

原子力発電所事故による経済被害対応本部、原子力損害賠償紛争
審査会を設置

１２日 ＩＮＥＳの暫定評価結果をレベル７に引き上げ（１～３号機）

１４日 第１回東日本大震災復興構想会議開催

１７日 東京電力が「福島第一原子力発電所・事故の収束に向けた道筋」
を取りまとめ

無人ロボットによる状況確認等開始（１、３号機。２号機は１８日）

１９日 福島圏内の校庭利用の暫定的な目安について福島県知事等に通知
２２日 ２０km圏内を警戒区域に設定

２０～３０km圏内の屋内退避解除、「計画的避難区域」と「緊急
時避難準備区域」の対象市町村を設定

５月０６日 浜岡原子力発電所の運転停止を要請

０９日 中部電力、浜岡原子力発電所運転停止要請受入れ

１０日 エネルギー基本計画の白紙での見直し検討を表明

１７日 原子力災害対策本部による、「東京電力福島第一原子力発電所事
故の収束・検証に関する当面の取組のロードマップ」、「原子力
被災者への対応に関する当面の取組方針」を決定

１８日 原子炉建屋内の事前調査実施（２、３号機）

２０日 １号機原子炉建屋に入域、水位監視と線量測定実施

３月１１日１４：４６ 東北地方太平洋沖地震発生（三陸沖、マグニチュード９．０、
宮城県北部 震度７）
福島第一原子力発電所 １～３号機：自動停止、

４～６号機：定検により停止中

１５：１４ 緊急災害対策本部設置

１６：３６ １、２号機で原災法第１５条事象発生
（非常用炉心冷却装置注水不能）

１９：０３ １号機について原子力緊急事態発令、原子力災害対策本部設置

２１：２３ ３km圏内の避難、１０km圏内の屋内退避を指示

１２日００：５７ １号機で原災法第１５条事象発生（原子炉格納容器圧力異常上昇）

０５：４４ １０km圏内の避難指示

１０：１７ １号機のベント開始

１５：３６ １号機で水素爆発が発生し、建屋損壊

１８：２５ ２０km圏内の避難指示

２０：２０ １号機の原子炉へ海水注水開始

１３日０５：１０ ３号機で原災法１５条事象発生（冷却装置注水不能）

１４日０４：０８ ４号機の使用済燃料プールの水温上昇

０５：２０ ３号機のベント開始

０７：４４ ３号機で原災法１５条事象発生（格納容器圧力異常上昇）

１１：０１ ３号機で水素爆発が発生し、建屋損壊

１３：２５ ２号機で原災法１５条事象発生（原子炉冷却機能喪失）

２２：５０ ２号機で原災法１５条事象発生（格納容器圧力異常上昇）

１５日００：０２ ２号機のベント開始

０５：３０ 福島原子力発電所事故対策統合本部を東京電力本店に設置

０６：１０ ２号機の圧力抑制室に損傷

０６：１４ ４号機の壁の一部破損

０９：３８ ４号機で火災発生

１１：００ ２０～３０km圏内の屋退避指示

１６日０８：３４ ３号機で白煙が大きく噴出

１７日０９：４８ ３号機の使用済燃料プールに散水開始

１８日０９：３０ ２号機の電源トレンチ内に止水剤の注入開始

ＩＮＥＳの暫定評価結果発表（１～３号機：レベル５、
４号機：レベル３）

２１日 福島県、茨城県、栃木県、群馬県に一部食品の出荷制限を指示

２３日 東京都金町浄水場で乳児暫定基準値２倍超の放射性ヨウ素測定
（210ベクレル／リットル）を公表

福島第一原子力発電所事故とその対応について
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東日本大震災に対する主な取組状況について東日本大震災に対する主な取組状況について
教育・文化・研究等に関する主な被害状況

● 学校等における幼児・児童生徒・学生、教職員等のうち、
死亡者：５８３名 （うち児童生徒は５５３名）､ 行方不明者：１４６名､負傷者：２４３名

● 震災で両親が共に死亡又は行方不明となった１８歳未満の子どもは １５３名 （5月19日現在）

● 被害を受けた国公私立の学校施設は ７,９０６施設

うち公立学校で被害が大きく、建替え・大規模修繕が必要と思われる施設は ２０２施設

【主な人的被害】 （5月20日現在）
【主な物的被害】 （5月20日現在）

【放射線モニタリングの実施】 【被ばく医療等への対応】

【原子力損害賠償への対応】

【健康相談の実施】

都道府県別で、大学等の協力も得て環境
放射能水準を調査し、１日２回公表

定時降下物や上水も測定し、１日１回公表

モニタリングカーを用いて空間放射線量率
を測定し、１日４回公表

空気中のダストや土壌等のモニタリングを実施

船舶を用いた海域のモニタリングや、米国
エネルギー省と連携して航空機等を用いたモニ
タリングなども実施

4月19日、「福島県内の学校の校舎・校庭等

の利用判断における暫定的考え方」を福島県に
通知、その後、校庭等における継続的なモニタ
リングを実施

関係機関協力の下、累計８８８の専門家
チームで住民約１８万９千人のスクリーニング
を実施 （～5月18日現在）

うち、全身除染は１０２人に実施

住民の被ばく線量の確定・評価のため、
原子力被災者生活支援チームの一員として
準備を実施中

約２万５,０００件の健康相談を実施
（～5月19日現在）

【各学校段階の就学支援】

【メンタルヘルスケア対応】

【教職員定数の加配】

文部科学省では、大震災発生以降直ちにその復旧・復興に向け、文部科学省では、大震災発生以降直ちにその復旧・復興に向け、
省をあげて、主に以下のような取組を実施省をあげて、主に以下のような取組を実施

【研究活動への支援等】
各大学や研究機関における研究施設・

設備の早期復旧

大学や研究機関による施設設備の共用
の枠組を活用した被災地域 の研究者の
受入れ等を実施

【学校施設等の復旧等】

応急仮設校舎の整備、比較的被害が軽い
施設等の早期復旧に着手 （2,450億円）

耐震化対応として約1,200棟分措置
（340億円）

既存事業を活用してスクールカウンセラー
等を延べ216人派遣するとともに、更に派遣
ができるよう必要な経費を措置

（30億円/1,300人相当）

岩手県、宮城県、茨城県、新潟県の教育
委員会に対し、４２４名の教職員定数の加配
を追加措置

（※福島県等についても具体的な要望数が示され次第、
速やかに対応する予定）

県や大学・文科省所管独立行政法人など
関係機関等の緊密な連携協力の下、総合的な
放射線モニタリングを実施

● 避難先となっている学校は １４３校 （なお、過去最大は６２２校 （3月20日現在））

《全国で実施》

《福島第一原発周辺で実施》

【大学病院による支援】
国公私立の大学病院から、災害派遣医療

チーム(DMAT)が派遣
（※最大57大学、79チーム（延べ349名）が活動）

【被災地の通信環境整備】
通信インフラが途絶していた岩手県や宮城

県の市町に通信衛星受信局を設置、インター
ネットやテレビ会議を可能とする通信環境を
整備

各都道府県教育委員会等に対し、被災児童
生徒等の学校への受入れ、教科書の無償給与
や就学援助等の弾力的な取扱いを要請

大学等に対し、被災学生等への修学上の配
慮や授業時間の弾力的な扱いが可能であること
等を依頼・周知

「被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金」
を創設 （113億円）

緊急採用奨学金（無利子）の貸与人員枠

約４,７００人分を拡充 （35億円）

授業料等減免の拡充 （41億円）
・国立大学等： 約１,４００人分を拡充

・私立大学等： 約４,６００人分を拡充

被災地ニーズと支援のマッチングを図るため、
文科省ＨＰ上に「東日本大震災・子どもの学び
支援ポータルサイト」を開設・運営

（5月20日現在／ ページビュー 約46万件、 提案・要請
件数 677件、 支援実現件数 131件）

【文化財の復旧・復興支援等】
文化財レスキュー事業、文化財ドクター派遣

事業を展開

復旧復興事業に伴う埋蔵文化財の取扱いに

ついては、発掘調査の範囲を限定するなど弾力
的な取扱いを認めるとともに事業の規模等に応
じて適切に取り扱うよう関係機関に通知

被災地・被災者への支援

教育分野の復旧・復興

東京電力 福島第一原子力発電所事故への対応

文化・研究分野の復旧・復興

● 岩手・宮城・福島の３県から県域を越えて児童生徒の転学等が発生 （３県計９,２７２人、うち福島県から８,１０９人） （4月22日現在）

文 部 科 学 省

平成２３年５月２０日

DMAT以外では国公私立の大学病院で延べ
3,883名の医師、看護師等を派遣 （5月11日現在）

● 社会教育・体育・文化施設等は ２,９２８施設

● 国指定等文化財は ５４１件

● 研究施設等は ２１施設

• 4月11日に原子力損害賠償紛争審査会を設置、
4月28日には、政府指示による避難や農作物の出
荷停止などにより生じた損害に関する賠償の考え
方を明らかにした第一次指針を策定

参 考


